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別紙１

1

　第4章の「施策の目標」は、施策が奏功した場合
の状態像を表現したものですが、現状の記載と混
同されかねません。「○○できるようにします」とか
「○○になるようにします」といった表現の方がよい
のではないでしょうか。

　保健福祉計画は、杉並区総合計画・実行計画の
施策のもとに保健福祉分野の取組の基本的方向、
施策、事業の体系等を明らかにする計画です。そ
のため、第４章の「施策の目標」は、総合計画の
「計画最終年度（３３年度）の目標」を記載しており
ます。

2

　良くできた計画だと思いますが、多くの区民に計
画を進めていくことを知っていただき、自分の問題
として協力・協働してくれる人を増やし、区民に求
めるべきことは求めていった方がよい。

　区では、あらゆる分野の施策・事業で協働の推進
を図るべきと考え、杉並区協働推進基本方針のも
と、協働を進めております。
　保健福祉計画につきましても、計画の周知を徹
底し、区民・事業者・関係団体に十分にご理解い
ただき、協働を進めていきます。

3

　基本理念に関して、広報を充実することで、行政
と区民の関係ができ、理念の実現につながるはず
である。

　計画の周知は大変重要と考えております。基本
理念を含め、計画概要を広報すぎなみでお知らせ
するとともにに、全文の区ホームページへの掲載、
図書館等への計画冊子の設置などにより、周知を
徹底していきます。

4

　「高齢者福祉分野」には介護のことしか記されて
いない。独居高齢者や元気高齢者のことも記すべ
きではないか。

　ひとり暮らし高齢者や元気な高齢者については、
地域包括ケアを進めていく上でも重要な要素と考
えていますので、課題として追記いたします。

5

　住居の問題が「親なきあと」のこととしか記されて
ないが、障害者の自立と社会参加を基盤としてふ
れるべきではないか。

　ご指摘のとおり、住まいについては、すべての障
害者に共通する重要課題として追記いたします。

6

　重点推進テーマは細部によくまとめられている。
テーマを推進する人材の育成計画と組織を越えて
取組みができる行政組織を作ってほしい。

　重点推進テーマは、戦略的・組織横断的に対応
いたします。組織を越えた切れ目のない取組をき
め細やかに推進していきます。

7

　重点推進１０テーマを具体的施策に移す段階
で、公平・公正・平等に取り組むべきことを明記す
る必要があると思います。

　保健福祉計画を推進するに当たっては、公平・
公正を前提としつつ、効率性や効果を考慮した事
業展開を行っていきます。

8

　薬局は医療機関ではなく、医療提供施設と位置
付けられていますが、認知症の早期発見は薬局で
も可能性が大いにあるので、医療機関等か薬局と
明記してほしい。

　ご指摘のとおり、薬局も含め、認知症の方を早期
発見し診断につなげていただくためにも「医療機
関等の相互の連携による」と修正いたします。

全体

第１章

重点推進テーマ　全体

重点推進テーマ ３　認知症対策を核とした地域包括ケアを推進します

第３章

第２章

区民意見の概要と区の考え方

項目 意見の概要 区の考え方
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項目 意見の概要 区の考え方

9

　高齢者、障害者、低所得者、DV被害者など、住
居の問題は重要なので、独立した柱として取りあげ
てもよいのではないか。（今回の計画の新機軸にな
るのではないか）

　住まいのあり方については、重点推進テーマとし
て、ご指摘の住居確保要配慮者も含め学識経験
者も交えて総合的に検討を進めていきます。

10

　３つの基本理念で「（1）人間性の尊重」を取り上
げていますので、第３章重点推進テーマの８の障
害者福祉分野の中に、「障害者の権利擁護の推進
及び地域住民への理解啓発」を項目として記載し
てほしい。

　権利擁護の周知・権利条約の理念の普及につい
て、第２章及び第４章で記載しています。

11

　第３章重点推進テーマの８の障害者福祉分野の
中に、「発達障害児・者の支援」を記載してほしい。

　第３章重点推進テーマ８の「障害者の地域生活
支援策を強化し、自立を促します」の障害者には、
発達障害児・者も含んでいます。

12

　重点推進テーマ８について、日中生活の場の整
備というと、知的障害者の通所施設と思われがち
だが、アイプラザも視覚障害者の就労支援と日中
活動の場であることを忘れないでほしい。

　視覚障害者会館（アイプラザ）については、今後
も、視覚障害者の日中活動の場、就労支援の場と
してご利用いただけるよう努めていきます。

13

　重点推進テーマ８について、日中活動、就労支
援の場であるアイプラザも駅から遠いところにあり、
バスが通らなくなり、その上、視覚障害者の高齢化
で不便で利用しにくい場所になりつつある。駅から
もっと近いところか、バスなどが通っている交通の
便の良いところに移転すべきである。

　視覚障害者会館の場所につきましては、今後の
事業運営の中で参考とさせていただきます。

14

　重点推進テーマについて、視覚障害者もデイ
サービスを利用しているが、その内容が視覚障害
者に対して配慮されたものになっていない。

　高齢化の進展の中、高齢障害者への対応の充
実は重要と考えております。重点推進テーマ８及
び第4章に、加齢に加え、障害特性や障害福祉
サービスを十分理解した「高齢障害者専門ケアマ
ネージャー」の育成などを盛り込んでおり、ケアプラ
ンの作成など視覚障害者を含め、高齢障害者の相
談支援体制を強化していきます。

15

　施策目標値（６５歳健康寿命）が少し低い。今後
の超高齢化社会の到来を考え、杉並区の人口数
値から割り出すと、年１才ぐらい健康寿命を延ばす
必要がある。

　施策目標値は、平均寿命及び健康寿命の延び
率と区民の健康づくりを取り巻く社会環境の変化な
どの要素から設定しています。今後、この目標の達
成に向け、区民への周知や事業者・関係団体との
連携・協働を一層進め、健康寿命の延伸に向けた
健康づくりを進めていきます。

16

　健康教室参加にしても検診受診にしても保健行
動ですから、健康志向の低い人はそもそも参加せ
ず、“参加するのはいつも同じ人”になりかねませ
ん。区民一般の健康志向を強めるような大規模な
キャンペーンのような普及啓発活動が行われてもよ
いのかもしれません。

　健康づくりの普及啓発については、日常的な区
民周知に加え、健康づくり推進条例に基づく「推進
期間」を設け、すぎなみフェスタ等のイベントなども
活用して取り組んでいます。今後、健康づくりに関
する目標や指標の達成に向け、幅広い分野と協力
しながら、区全体の取組として推進していきます。

重点推進テーマ ８　障害者の地域生活支援を強化し、自立を促します

重点推進テーマ ４　高齢者や障害者の多様な住まいを確保します

第４章

施策　いきいきと暮らせる健康づくり
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項目 意見の概要 区の考え方

17

　保健師が扱うエリアが増えているが、正規の保健
師が不足しているため、正規の保健師を増やす計
画を立ててほしい。

　今後も適切な職員の配置を行うとともに、様々な
状況に対応ができるよう、研修等により保健師の能
力向上を図り、関係機関と連携しながら相談対応
を進めていきます。

18
　重症心身障害児や医療的ケア児に対する救急
医療体制を確保してほしい。

19

　「在宅医療体制の充実」について、対象を「高齢
者等」とするのではなく、重症心身障害児や医療
的ケア児も明示してほしい。
また、在宅医療に関する会議の委員には在宅医療
を受けている当事者を含める必要がある。

20

　災害時要配慮者等に医療的ケア児を明示する
必要がある。

　人工呼吸器使用患者には、現在も子どもも含め
て支援プランを作成するなど、子どもについても要
配慮者と位置付けて対応しています。今後も、医
療依存の高い方への支援の充実について、子ども
も含めて検討していきます。

21

　口から食事を摂ることは、脳を始め全身の活性化
に影響を与えており、家族の努力により胃瘻を免
れる例もあります。このような歯科保健指導の強化
や口腔ケアを充実させてください。

　口から食事を摂ることは、生涯にわたり健やかに
いきいきと暮らすうえで大切なことと考えます。
　歯科医療、口腔ケアの推進について記述を追加
します。

22

　「予防接種事業の推進」は簡潔すぎるように感じ
る。もう少し具体的に書き込んだ方がよい。

　予防接種は感染症予防の重要な施策のひとつ
です。ご指摘のとおり、具体的な内容を追記いたし
ます。

23

　介護保険事業計画（案）の第６章の介護保険
サービスの適切な利用の促進で「事故を未然に防
ぐこと」は重要と考え、相談・苦情処理体制の整備
に「事故防止」に係る記述を加えてはどうかと提案
した。

　「第6期介護保険事業計画」の文言を修正いたし
ます。

24

　認知症の早期発見・早期対応の仕組みづくりの
記載にある「講演会」の開催は、誰を対象にしたも
のか明らかにした方がよい。

　ご指摘のとおり、講演会の対象者を明らかにした
記載を追記いたします。

25

　「買物支援」があってもよいのではないか。 　これまでも介護予防訪問介護（ホームヘルプ）に
よる生活援助として実施しています。今後導入する
総合事業の生活支援サービスを検討する際の参
考とさせていただきます。

26

　全ての地域包括支援センターへの地域包括ケア
推進員配置を評価します。地域ケア会議を活用し
た地域づくりの推進や総合事業の整備、在宅医療
体制の充実等は多職種連携が重要と考える。

　地域包括ケア推進員とともに地域ケア会議を活
用し、医療・保健・介護・福祉の関係機関及び関係
者と連携して地域づくりや事業・施策の充実に向け
た取組を積極的に進めていきます。

　医療的ケアの必要な方に対する救急医療・在宅
医療につきましては、今後、当事者団体や杉並区
医師会の意見を踏まえ検討していきます。

施策　地域医療体制の充実

施策　高齢者の地域包括ケアの推進



4

項目 意見の概要 区の考え方

27

　認知症対策について、あらゆる面にわたり地域包
括ケアのメニューが列記されているが、それらの
サービスがどれほど量的に提供されるかにかかっ
ている。杉並区独自の高齢者施策、家族介護も含
め新たな総合事業に組み込まれるのか。今後も引
き続き、これらのメニューが継続し、拡大されること
を願う。

　認知症対策は早期発見・早期対応だけでなく、
地域の見守りや虐待防止、家族への支援等、多岐
にわたるものが必要です。区では総合事業を構成
する包括的支援事業として認知症対策の充実を図
るとともに、徘徊高齢者探索システムや家族への
支援を任意事業として認知症高齢者や家族を支
えていきます。

28

　「たけあいネットワーク（地域の目）」として「あんし
ん協力員」による見守りや、「あんしん協力機関」と
しての登録の働きかけをするとあるが、地域ボラン
ティアによる見守りを期待するのは困難なことだと
思う。

　世の中の変化や地域のつながりが希薄になる
中、地域ボランティアのみに頼ることが難しくなって
いる現状はあります。しかし、高齢者が住み慣れた
地域で安心して生活するためには、身近な地域の
互助の力が重要であると考えます。地域の互助の
力を育てるためには、時間をかけて地域の中での
人と人との顔の見える関係づくりをしていくことが必
要です。今後もたすけあいネットワーク（地域の目）
事業を通し、「あんしん協力員」「あんしん協力機
関」を増やし、地域、近隣との関係づくりを進めるこ
とにより、地域における見守り体制の充実を図りま
す。

29

　見守り体制・日常生活支援・家族介護者支援等、
多くのサービスが用意され実践されていることは区
民としてはありがたいが、１人暮らしの高齢者にとっ
ては、申請や支払い等の諸手続きが複雑で、サー
ビスの有無さえ知らない例が多いので、情報の周
知手段の工夫やわかりやすい手続き等の配慮が
必要ではないか。

　サービスを広く知っていただき、必要な方に適切
なサービスが提供されることが重要ですので、サー
ビス案内のパンフレット、チラシ、手続き等のわかり
やすさや周知方法をさらに工夫するなど、今後の
事業運営の中で参考とさせていただきます。

30

　近年ますます人材確保が困難となり、やむなく少
数の介護職でやりくりをしている。杉並区が介護施
設の増床に取り組むのはのぞましが、介護人材の
確保が心配。事業者にまかせるだけではなく、自
治体として人材確保と定着を図り、介護職に対す
る家賃補助や研修費の助成などを実施してほし
い。

　今後の高齢化の進展に伴う介護人材の確保など
の観点から、国や東京都の制度を活用しながら、
新たに整備する施設等に対する独自の補助制度
の拡充や介護事業者の宿舎借り上げ支援など、引
き続き、介護職員の処遇改善等につながる支援を
充実していくことを追記いたします。

31

　高齢者の願望は、「安心して住み続けられること」
であり、介護保険制度や保健福祉の理念からみ
て、地域での公的な支えによって達成されなけれ
ばならないが、公的な支えが乏しく、家族介護依
存、なかでも若年家族が離職・退職に追い込まれ
ることが社会問題になっている。介護離職は社会
的損失であり、高齢者への虐待につながり、更に
離職者の老後にまで損害を及ぼすことを十二分に
考慮すべきで、本来この点に眼をむけて施策を充
実させていくべべきと考える。

　介護保険制度は、要介護高齢者の増大、また家
族の介護負担の増大に対応するために実施され
たものです。介護離職などの問題を解消するため
にも介護保険制度の周知や適切な運用、また区の
独自施策としてのさまざまな家族支援事業の実施
に引き続き努めていきます。

32

　認知症の予防、把握に関する啓発には格段の力
を注ぐべき。また、知的活動に関しては非常に遅
れているが、「知的活動を活発にするプログラムを
提供し」とあり、非常に関心をもつ。区内には、この
問題に関する専門機関があるので先進的なプログ
ラムを提示してほしい。

　認知症予防の普及啓発のために、これまでも東
京都健康長寿医療センターの助言を受けながら、
知的活動を活発にするプログラムを提供し、普及
啓発に努めてきたところですが、今後も、より効果
的なプログラムを提供できるよう、専門家の意見を
踏まえ研究していきます。

33

　地域包括ケアシステムを担う自主グループである
「ささえ愛グループ」への助成を増額してほしい。

　「地域ささえ愛グループ」の活動の充実に向け
て、今後とも支援を実施していきます。
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34

　「地域包括ケア推進員」は「生活支援コーディ
ネーター」の役割を担うものと思われる。「地域包括
ケア推進員」が、どこまで認知症高齢者への対応
を充実させる活動を行うのか。また、国が示す「生
活支援コーディネーター」は、高齢者の見守りや日
常生活を手助けする地域づくりのために地域の力
をコーディネートし、共助の推進を担う役割が中心
となるが、結果的には認知症高齢者への対応も包
含することとなり、役割の重点が異なるので、適切
でないと考える。

　地域包括ケア推進員の生活支援コーディネー
ターとしての機能・役割は、主に地域における生活
課題の抽出、また、認知症地域支援推進員の機
能・役割は、主にサービスの連携支援と考えていま
す。
　地域資源の開発や認知症の地域支援体制を構
築し、地域包括ケアシステムの構築を目指します。

35

　高齢者には多様な住居の確保が必要であるた
め、サービス付き高齢者向け住宅の充実とともに
「みどりの里」の確保継続を望む。

　和田みどりの里は、空住戸からサービス付き高齢
者向け住宅へ転換します。和田みどりの里を除く
他のみどりの里については、当面、低所得の高齢
者の住まいとして確保し、維持運営します。

36

　他県に区の施設もありではないか。 　現在、区は静岡県南伊豆町と自治体間連携によ
る特別養護老人ホームの整備に向け検討を進め
ています。多様な住まいの確保に向けた検討にあ
たり参考とさせていただきます。

37

　高齢者の人数に比較して、特養やグループホー
ムなどの介護施設が区内に少なく、施設になかな
か入れない。高齢者が住み慣れた地域で家族と近
いところで住み続けたいと思っているので、計画を
もっと充実させてほしい。

38

　孤独死も増え、老老介護や労働年齢層による介
護など限界にきている。高齢者の多様な住まいの
確保として収入に応じて施設入所出来れば雇用も
創出できる。

39

　高齢者施設を増やしてほしい。
　介護職員の給料をあげてほしい。

　今後も多様な手法により、高齢者の状況に応じた
施設整備を推進していきます。なお、介護職員の
給与等については、国が介護報酬を定めます。

40

　「サービス付き高齢者向け住宅」は利用料がネッ
クになりそうなので、これをどうするかを考えてもよ
いのではないでか。

　今後、多様な住まいの確保に向けた検討（P69）
において、学識経験者を交えて住宅施策を総合的
に検討をしていくなかで整理していきたいと考えて
います。

41

　第４章施策の展開（障害者の社会参加と就労機
会の充実）
障害者福祉推進連絡協議会や地域自立支援協
議会においては当事者の参加及び協議内容の周
知を図るべきである。

　議事録を区ホームページで公開しています。協
議会への当事者の参加についてのご意見は今後
の事業運営の中で参考にさせていただきます。

42

　障害者の就労支援を考える上で、定着支援や離
職後の支援が重要です。離職率、定着率関係の
情報公開をお願いします。

　雇用定着支援は重要と考え今回の計画に盛り込
んでおります。定着率については毎年度実施して
いる「行政評価」において「過年度からの継続就労
者」数を把握しており、区ホームページで公表して
います。

　安心して介護が受けられるよう、特別養護老人
ホームやグループホーム等の整備にあたっては、
公有地の活用や民間整備への建設助成などによ
る区内整備を基本として整備を進めているところで
す。
　今後も多様な手法により、高齢者の状況に応じた
施設整備を推進していきます。

施策　要介護高齢者の住まいと介護施設の整備

施策　障害者の社会参加と就労機会の充実
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43

　どのような障害があろうとも、子どもにはその子に
適切な療育や発達支援、教育を受ける機会が保
障されねばならない。都立永福学園も含めた区内
での受け入れ体制の不備を理由に機会を奪われ
るのはあってはならない。

　今回の計画では「障害者の権利擁護の推進」を
盛り込んでいます。障害のある人もない人も誰もが
住みやすい杉並区を目指して、差別禁止・合理的
配慮など権利擁護に関する理念の普及を目指しま
す。

44

　Ｐ７２の２「障害者通所施設等の運営支援」の中
で、送迎費の補助を記載しているが、人材確保の
補助策が有効である。

　送迎費の補助は、運行に係る運転手・添乗員の
人件費も補助の対象としています。

45

　Ｐ７５の８「移動支援の充実」について、年齢制限
の撤廃など対象者を拡大し、個々の実情に即した
支援が必要である。

　移動支援については、一定の制限はありますが、
原則個々の実情に応じて支給しております。

46

　Ｐ７６の１０「多様な講座・交流の場の運営」につい
て、活動の拠点として障害者福祉会館が挙げられ
ているが、トイレにユニバーサルシートの設置がな
く重度障害者は利用できない。

　様々な障害のある方への配慮や、バリアフリー対
応の推進など、障害者権利擁護の観点から、27年
度に予定している「障害者への対応要領」の作成
の中で検討課題とさせていただきます。

47

Ｐ７６の１０「多様な講座・交流の場の運営」の中の
障害当事者活動への支援内容とは何か。

　障害者の社会参加を推進するため、障害者当事
者グループに対して、情報や活動場所の提供を行
います。

48

　移動支援事業の対象基準の拡大、障害種別によ
る運用格差を是正する必要がある。

　移動支援の対象基準については、一定の制限は
ありますが、原則個々の実情に応じて支給してい
ます。

49

　永福学園の通園バスに関して、体制不備を理由
に教育機会が阻害されることのないように都と連携
して改善していく必要がある。

　障害者の権利擁護の観点からも、都に通園バス
の改善について要望するとともに、必要に応じて都
と連携していきます。

50

　グループホーム入所者にも在宅時にはショートス
テイを利用させてほしい。

51

　グループホームを終の棲家にするか、入所施設
を整備してほしい。

52

　障害者施設と障害者に対しての職員を増やして
ほしい。

　引き続き、障害者施設の整備を計画的に進める
とともに適正な職員配置に努めていきます。

53

　発達障害者（児でなく）への支援が独立して記さ
れているべきなのではないか。

　成人期発達障害者支援については、第4章に盛
り込んでいます。

54

　グループホーム整備の項目の中に「早期整備」の
文言を入れてほしい。

　グループホームの整備については、区としても重
要な課題と認識しており、公有地の活用や土地所
有者等との協力関係を築くなど多様な手法により、
計画的に整備を進めていきます。

　グループホームとショートステイとの併用は給付
費の二重払いとなるため利用へできませんが、区
ではグループホームについて、「終の棲家」である
と認識して、計画的に整備を進めています。終の
棲家に関するご意見は、多様な住まいの確保に向
けた検討の課題の一つとさせていただきます。

施策　障害者の地域生活支援の充実
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55

　障害者施策の仕組みを当事者に対して説明する
体制が構築されておらず、どこに相談すればいい
のか、どのような支援が受けられるのか情報を得る
ことができない。一方で、当事者のニーズを行政が
把握する仕組みが整えられていません。また、医
療的ケア児の施策は保育・教育・福祉・医療等多
岐の分野にまたがるが、縦割りで支援体制が一本
化されていない。担当部署が具体的の協議を行
い、総合的に医療的ケア児の施策を立てる必要が
ある。

　区では、障害当事者やご家族が抱える課題の解
決や障害福祉サービス等が適切に利用できるよう
相談支援体制を強化しています。特に区内３か所
（荻窪・高円寺・高井戸）に障害者地域相談支援セ
ンター（すまいる）を設置し、身近な地域で、障害
種別や手帳の有無に関係なく、障害者の生活に関
する様々な相談支援を行っています。医療的ケア
児への支援については、今後、当事者団体や杉
並区医師会の意見を聞いた上で検討していきま
す。

56

　行政の障害福祉窓口は「障害者手帳を交付され
た後」の人を主たる対象としているため、低年齢層
の障害児の相談窓口として十分に機能していな
い。また、行政と当事者間で情報共有を図る必要
がある。「障害福祉サービス」「療育」「補装具・日常
生活用具」といった項目ごとにわかりやすい簡便な
リーフレット等作成が有効と思われる。制度等の仕
組みを説明する職務を明確に作る必要がある。

　相談支援の充実については、低年齢層の方も含
めて盛り込んでいます。また、ご指摘の情報共有に
ついては、今後の事業運営の中で参考とさせてい
ただきます。

57

　Ｐ８１の「当事者等の相談支援の充実」の中で、ピ
ア相談員を単に発掘・養成するだけでなく、最終
的には相談支援専門員など職業として就労できる
ような支援策が必要ではないか。

　当事者等の自立の観点から重要なことととらえ、
今後の事業運営の中で参考とさせていただきま
す。

58

　Ｐ８１の「障害者相談支援の充実」について、最初
の相談支援窓口にたどり着けない人がいる。行政
側の積極的な支援が必要ではないか。

　これまでも、民生委員などと連携しながら必要な
支援につなげておりますが、今後とも、関係機関の
連携強化を図っていきます。

59

　Ｐ８１の「障害者相談支援の充実」に記載のある、
地域支援ネットワーク強化のための具体的活動と
は何か。

　具体的な内容がわかるよう、説明を追記いたしま
す。

60

　Ｐ８２の「高齢障害者の相談支援体制の充実」と
同じことが低年齢の障害児にも必要ではないか。

　相談支援の充実については、低年齢層の方も含
めて盛り込んでいます。

61

　Ｐ８４の「障害者の権利擁護の推進」のなかで成
年後見制度の普及啓発と利用支援が記されるべき
なのではないか。

　ご指摘のとおり、第４章「地域福祉の充実」にある
成年後見制度の普及啓発と利用支援を再掲しま
す。

62

　Ｐ８５に記載のある「障害者孤立防止ネットワーク
による見守り事業」とは何か。

　２５年度の実態調査で把握した孤立の危険性の
高い障害者のいる世帯に対し、障害関係機関と連
携し、定期的な巡回による見守りの実施や障害福
祉サービス等の利用を支援する事業です。

63

　療育施設や個別指導、訪問リハビリテーション等
の併用について、発達を促進する観点から柔軟な
対応が必要である。

　リハビリテーションは、1か所で集中して受けること
にメリットがあると考えております。

64
　区内医療機関において補装具の作成が実現さ
れるのが望ましい。

　主治医などの関係もあり難しい問題であると認識
しています。

65
　Ｐ８５の１３「安全安心システムの普及」について、
対象を柔軟に拡大する必要がある。

　今後の事業運営の中で参考とさせていただきま
す。
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66

　Ｐ８６の１４「短期入所等の充実」について、緊急
時の対応や日帰りショートステイの対象など柔軟に
拡大する必要がある。

　今後の事業運営の中で参考とさせていただきま
す。

67

　Ｐ８６の１５「重度障害者の在宅支援サービスの実
施」について、重症心身障害児（者）在宅レスパイト
訪問看護事業の契約訪問看護ステーションを拡大
する必要がある。

　契約訪問看護ステーションを拡大する方向で検
討していきます。

68

　精神科病院からの地域生活の移行促進につい
て、現状の具体的な入院患者数を明記し、そのう
えで移行促進に係る施策や数値目標を明記して
いく必要がある。

　3年間の数値目標は、「資料編」に掲載します。

69

　精神障害者に対するアウトリーチ支援に関する
具体策を計画に明示する必要がある。

　保健センターの精神保健相談において、アウト
リーチ事業に類した事業を実施しており、今後も継
続していきます。

70

　要援護者や要配慮者に対する呼びかけ・アプ
ローチは十分取り組まれているが、「たすけあい
ネットワーク（地域の手）」を周知しきれていないこと
から、地域のたすけあいネットワークに対する一般
区民への周知・理解促進に向け、一般区民向けに
たすけあいネットワークの取組を周知する一文を追
加してほしい。

　災害時要配慮者に対する支援については、要配
慮者本人に対する周知はもとより、支援する区民
に対する働きかけも欠かせないことから、災害時要
配慮者支援の事業全体を包括する取組の一環と
して、震災救援所運営連絡会や地域の方々の協
力しやすいよう支援する体制づくりを推進していき
ます。

71

　施策「地域福祉の充実」に、「区民参加の促進」
の項目を記載してください。あらゆる地域福祉領域
で、民間の社会資源の活用や開発が叫ばれてい
るが、事業者を含め広く区民の活動を促進する取
り組みについて具体的に書き込まれていません。

　区では、杉並区協働推進基本方針のもと、協働
を進めており、本計画の推進に当たっても、各事
業に、地域との連携や社会資源の活用などを盛り
込んでおりますが、よりわかりやすくするために、
「施策：地域福祉の充実」部分にも、改めて明記い
たします。

72

　障害者が震災救援所で避難生活を送る場合、別
のスペースを確保するなど配慮を行ってほしい。

　各震災救援所では、要配慮者の方が避難した場
合に備え、避難生活に配慮すべき内容を盛り込ん
だ「避難支援計画」を策定しており、ご指摘の点も
含め、充実を図っていきます。

73

　行政が主体となって実施すべき取組に対し、民
間事業者が主体となって推進すべき項目を精査
し、効率的な事業運営を行ってほしい。

　災害時要配慮者に対する支援は、行政が主体と
なって進める取組に加え、地域の方々や民間事業
者との連携により進めていく取組もあります。今後、
関係者の意見を聞きながら、区と民間事業者所と
の役割分担の明確化や運営マニュアルの整備を
進めます。

74

　 95頁での「被保護者への自立支援」という語は
稼働年齢層に対する就労支援等や指導を連想さ
せる。被保護高齢者の支援では「自立」の語を避
けた方が良いのではないか。

　ご指摘のとおり、高齢者受給世帯に対しては、生
活安定のための支援を行う旨が明確になるよう表
記を改めます。

施策　地域福祉の充実
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75

　高齢者を中心に被保護者が増加していることに
続いて自立に向けた支援を強化することが記され
ており、違和感を感じます。高齢者を中心に被保
護者が増加していることと自立支援を強化すること
とは、文章を分けた方がよいように思われます。

　ご指摘のとおり、高齢者と稼動年齢世帯を混在し
た記載になっているため、適切な表記に改めま
す。

76

　災害時の要配慮者支援について、医療的ケアが
必要な障害者が在宅避難できない場合は、最初
から福祉救援所に行くことを認めるとともに、個別
避難支援計画にその人に合った福祉救援所の指
定ができるようにしてほしい。また、小中学校トイレ
が和式のところは早急に洋式トイレに改修してほし
い。

　杉並区地域防災計画では、震災救援所での生
活が極めて困難な方については第二次救援所
へ、さらに第二次救援所での生活が困難な場合は
福祉救援所で受け入れを行う旨を規定していま
す。しかし、現在指定している福祉救援所数では、
福祉救援所に避難を希望する要配慮者の受け入
れが困難であることから、杉並区総合計画・実行計
画に基づき、新たな福祉救援所の指定を進めてい
きます。
　また、震災救援所（区立小・中学校）のトイレにつ
いては、学校の改築・修繕等に合わせ、教育委員
会と調整していきます。

77

　生活保護受給者の自立支援強化の部分につい
て、生活保護受給者は生活困窮者世帯に比べ、
恵まれ過ぎている。

　生活保護制度は全国一律の制度であり、平成２５
年度より数次にわたる保護費の適正化に向けた基
準改定が行われてきております。また、生活保護
受給者で稼働能力のある者に対する就労自立支
援や医療費の抑制、不正・不適正受給の防止な
ど、生活保護の脱却と適正給付に向けた取組に一
層力を入れていきます。

78

　ひとり親、貧困家庭に対し、格段の支援をしてほ
しい。子育て応援券の経費については、貧困家族
への支援の充実に活用してほしい。

　ひとり親家庭の支援は、27年度に行う実態調査
結果等を踏まえ、一層の充実を図っていく考えで
す。また、27年度から、ひとり親家庭を含む生活困
窮世帯等に対する総合相談支援事業を新規に実
施し、個々の状況に応じた家計相談や就労準備
支援などのきめ細やかな伴走型支援を行っていき
ます。なお、子育て応援券については、子育て家
庭と地域をつなげる区独自の仕組みとして、一層
効果的・効率的に実施するよう検討する考えです。

79

　妊娠・出産期の支援に当たっては、乳幼児健康
診断の充実やリスク児への早期対応及び家族支
援を行ってほしい。

　今後とも、乳幼児健康診査等の機会を捉えて、
乳幼児の病気や身体発育・精神発達などの問題
を早期に発見するとともに、関係機関等と連携した
早期対応等に努めていきます。

80

　妊娠・出産期の支援について、胎児に障害があ
ると判明している妊婦への支援や障害児の保護者
への支援を充実させる必要がある。また、母子保
健医療等助成においては、制度の複雑さや保護
者の心労等をかんがみ、積極的なアウトリーチが
求められてる。

　ご指摘のケースを含め、今後とも、保健センター
保健師を核として、関係機関と連携しつつ、状況
に応じた適切できめ細やかな支援を図っていきま
す。

施策　妊娠・出産期の支援の充実



10

項目 意見の概要 区の考え方

81

　区立保育園の施設や保育士等の職員体制につ
いて、現行の保育の質を維持してほしい。
　また、他自治体と同様に、家賃補助事業を実施
するなど、保育士の待遇向上に取り組んでほしい。
【他、同趣旨1件】

　老朽化した区立保育園は、計画的に改築等を実
施するとともに、現行水準による職員配置を行って
いきます。また、国や東京都の制度を活用しなが
ら、保育従事職員の宿舎借り上げ支援など、引き
続き保育士の処遇改善等につながる支援を充実し
ていくことを追記いたします。

82

　区内の病児保育の受け皿が少ないので、病児保
育施設を増設してほしい。【他、同趣旨1件】

　病児保育は、27年度に１所の新規開設を予定し
ており、今後の推移等を踏まえて、必要な整備拡
充を図っていきます。

83

つどいの広場やゆうキッズ事業のように、医療的ケ
アが必要な重症心身障害児等が集い交流ができ
る環境を整えてほしい。

　27年秋を目途に、医療的ケアが必要な重症心身
障害児を対象とした新たな療育の場として、旧若
杉小学校跡地を活用した重症心身障害児対応型
の児童発達支援事業所を開設する計画を進めて
います。こうした拠点を核として、地域や子育て中
の親子との幅広い交流等につなげていく考えで
す。

84

　重症心身障害児の療育支援の充実を図るため、
医療的ケア児の場の確保や、単独通園の機会の
保障及び放課後等デイサービスの充実を図ってほ
しい。

　平成27年度から医療的ケアが必要な児童の療育
の場の設置や放課後等デイサービス事業所の設
置に取り組んでいきます。

85
　こども発達センターの地域支援機能である相談
支援をさらに充実させてほしい。

　今後の事業運営の中で参考とします。

86

　児童福祉法の改正により、障害児の放課後対策
が「放課後等デイサービス事業」として制度化され
ました。これにより、従来から実施してきた区の独自
の放課後対策補助事業「地域デイサービス事業」
が26年度を持って廃止となります。しかし、制度化
された事業に移行すると、経費面などからこれまで
積み上げてきた障害児個々に対応した発達支援
ができなくなるなどの弊害が予想されます。引き続
き補助の継続が必要ではないか。

　放課後等デイサービス事業など法に基づく事業
については障害福祉サービス費で運営するものと
考えています。また移行事業者と新規参入事業者
とを経費で差別化することに問題があると考えてい
ます。

施策　就学前における教育・保育の充実

施策　障害児支援の充実
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項目 意見の概要 区の考え方

87

　小学校内に学童クラブを設置する場合には、学
校と隔離し、これまでと同様に施設、職員を配置し
て実施してほしい。

88
　障害児交流プログラムや中高生活動の支援な
ど、これまで児童館が行ってきた事業を継続させて

89
　児童館運営に重きを置く計画を作成してほしい。

90
子どもの多様な可能性を高める児童館事業を推進
してほしい。

91
　児童館を存続させ、児童館職員や児童館の支援
者である先輩ママを活用して子育て支援をしてほ

92

　行政の連続性を考えずに、児童館廃止に転換す
るのではなく、引き続き児童館で事業を継続してほ
しい。

93

　児童館の機能を小学校内へ移転するのは無理
があり、存続してほしい。

94
　児童館のように、多様な年齢層の子どもたちが集
える場所は随所に必要であり、なくさないでほし

95

　児童館を引き続き計画の中に位置づけ、児童館
事業の充実と発展をさせていくことが必要である。
【他、同趣旨３件】

96

　児童館の再編に関わる取組は、区立施設再編整
備計画に基づき実施することとされているが、本計
画は区立施設再編整備計画と連携する計画として
位置付けられていないのではないか。

　区立施設再編整備計画は、基本構想並びに総
合計画・実行計画に基づき策定したものであり、当
然に本計画とも連携しているものです。

97

　現存する区の児童館を存続してほしい。 　児童館という限られた施設・スペースで、0～18歳
までの児童を対象とした全てのサービスの充実を
図ることは困難です。区立施設再編整備計画に基
づき、現在の児童館が果たしてきた機能・役割を、
身近な小学校や新たに整備する子どもセンター等
で継承し・充実・発展させる取組を、丁寧かつ段階
的に進めていきます。

　学童クラブを最寄りの小学校内へ段階的に整備
する際には、より広い施設・敷地を有効活用して、
一層充実した育成環境を整えていきます。また、職
員についても、区基準に基づき、これまで同様に
適切に配置していく考えです。

施策　子ども青少年の育成支援の充実



1

No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

1
P3
○保健福祉計画と個別計
画の関係図

― ―

よりわかり
やすい関係
図に修正

2
P3
注意書き

「（仮称）子ども・子育て支援事
業計画」「介護保険事業計画」
は、基本的考え方となる取組の方
向性や重点課題などが本計画に盛
り込まれています。

「　　子ども・子育て支援事業計
画」「介護保険事業計画」は、基
本的考え方となる取組の方向性や
重点課題などが本計画に盛り込ま
れています。

より適切な
表現に修正

3

6P
【健康分野】
表内
区民健康診査（特定健康
診査）受診率

25年度
－

25年度
48.4

数値が確定
したことに
よる修正

4
6P
【高齢者分野】
6行目

医療と介護の連携「すぎなみガイ
ドライン」、杉並区医療・介護関
係者のための「認知症対応サポー
トブック」「がん関係機関連携用
サポートブック」を作成するな
ど、在宅医療を担う専門機関同士
の連携強化を図りました。

『医療と介護の連携「すぎなみガ
イドライン」』、「杉並区医療・
介護関係者のための認知症対応サ
ポートブック」、「がん関係機関
連携用サポートブック」を作成す
るなど、在宅医療を担う専門機関
同士の連携強化を図りました。

誤記による
修正

5
P10
【高齢者分野】
24行目

　また、地域包括ケアの基盤となる安
心して暮らし続けられる住まいの確保
とともに、在宅での生活が困難な方
に対し、身体や経済状況に応じた多
様な介護施設の整備を推進すること
も、現保健福祉計画に引き続いての
大きな課題です。

　また、地域包括ケアシステムの基盤
となる安心して暮らし続けられる住ま
いの確保とともに、在宅での生活が
困難な方に対し、身体や経済状況に
応じた多様な介護施設の整備を推進
することも、現保健福祉計画に引き続
いての大きな課題です。
　さらに、ひとり暮らし高齢者や高齢
者のみ世帯が地域で孤立することな
く安心できる生活の確保策や、元気
な高齢者に対する就労支援や地域
貢献活動等の社会参加活動を支援
する取組は地域包括ケアシステムの
構築における重要な課題です。

・誤記による
修正
・区民等意見
の提出手続き
の意見を踏ま
え、ひとり暮ら
しや元気な高
齢者について
の課題を追記
(別紙１No.４）

6
P11
【障害者分野】
9行目

　とりわけ、介護者の高齢化による親
なき後の住まいの確保はきわめて重
要な課題です。

　障害者の自立と社会参加の基盤と
しての住まいの確保が必要であり、と
りわけ、介護者の高齢化による親なき
後の住まいの確保はきわめて重要な
課題です。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、障害者の
自立のための
住まい確保に
ついて追記
(別紙１No.５）

7

P15
「推進する事業」
２段目

３　母子保健医療費等助成 ３　母子保健医療費助成等による
支援

より適切な
記述に修正

8

P17
グラフ内：健康長寿の説
明

※ 65歳から要介護２になるまで
の平均期間に65歳を加えたもの
（国の計算方式とは異なる）

※ 65歳の人が要介護認定（要介
護2以上）を受けるまでの期間の
平均（東京保健所長会方式）

よりわかり
やすい記述
に修正

保健福祉計画（案）の修正一覧

別紙２



2

No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

9
19P
　これから

「（仮称）地域包括ケア推進員」 「　　地域包括ケア推進員」 名称を変更
することに
よる修正

10

P19
○相談から早期診断・対
応・支援まで総合的な認
知症対策を行います

　地域で認知症高齢者を支えるた
めに、認知症サポーターを養成す
るとともに、専門医・医療介護の
専門職からなる認知症初期集中支
援チームを設置し、認知症が疑わ
れる高齢者の生活状況や認知機能
等の把握や評価を行い、適切な診
断へと結びつけます。受診困難な
認知症高齢者に対しては、認知症
コーディネーターと認知症疾患医
療センター職員の訪問支援により
適切な医療・介護サービスにつな
ぎます。

　地域で認知症高齢者を支えるた
めに、認知症サポーターを養成す
るとともに、専門医や医療、介護
の専門職からなる認知症初期集中
支援チームを設置し、認知症が疑
われる高齢者の生活状況や認知機
能等の把握や評価を行い、適切な
診断へと結びつけます。受診困難
な認知症高齢者に対しては、認知
症コーディネーターと認知症疾患
医療センター職員の訪問支援によ
り適切な医療・介護サービスにつ
なぎます。

よりわかり
やすい記述
に修正

11

P19
○相談から早期診断・対
応・支援までの総合的な
認知症対策を行います
6行目

　医療機関同士の連携による認知症
早期診断・早期対応の仕組みづくり
を行うとともに、医療関係者の認知症
高齢者への対応力の向上に取組み
ます。

　医療機関等の相互の連携による認
知症早期診断・早期対応の仕組み
づくりを行うとともに、医療関係者の
認知症高齢者への対応力の向上に
取組みます。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、「医療機
関等」に修正
(別紙１No.８）

12
19P
取組項目

○早期発見・早期対応の仕組みづ
くり
○認知症相談の充実
○専門的な対応・支援の仕組みづ
くり
○「認知症ケアパス」の作成

○早期発見・早期対応の仕組みづ
くり
○認知症相談の充実
○「認知症ケアパス」の作成
○専門的な対応・支援の仕組みづ
くり

誤記による
修正

13

19P
○住み慣れた地域で安心
して暮らせる地域包括ケ
アの取組を推進します
7行目

高齢になっても暮らしやすい住ま
いで医療・介護のサービスを一体
的に利用でき、多様な生活支援に
より日常の生活を送ることができ
る地域包括ケアの取組を進めま
す。
地域包括支援センター（ケア24）
に「地域包括ケア推進員」を新た
に配置し、地域の生活における課
題等を把握するとともに、多職種
による地域ケア会議を活用し地域
連携支援体制を充実させます。ま
た、医師会の協力により各地域で
在宅医療体制の充実に関わる地域
ケア会議を開催し医療・介護の連
携を強化します。
　ケア２４及び各地域単位で推進
する地域包括ケアの取組を広域的
にバックアップするために、荻窪
税務署等用地を活用した在宅医療
連携拠点や権利擁護等の専門的な
拠点を整備します。

　高齢になっても暮らしやすい住
まいで医療・介護のサービスを一
体的に利用でき、多様な生活支援
により日常の生活を送ることがで
きる地域包括ケアの取組を進めま
す。
地域包括支援センター（ケア24）
に「　　地域包括ケア推進員」を
新たに配置し、地域の生活におけ
る課題等を把握するとともに、多
職種による地域ケア会議を活用し
地域連携支援体制を充実させま
す。また、医師会の協力により各
地域で在宅医療体制の充実に関わ
る地域ケア会議を開催し医療・介
護の連携を強化します。
　地域包括支援センター（ケア２
４）及び各地域単位で推進する地
域包括ケアの取組を広域的にバッ
クアップするために、荻窪税務署
等用地を活用した在宅医療連携拠
点や権利擁護等の専門的な拠点を
整備します。

・名称を変
更すること
による修正
・誤記によ
る修正

14
19P
グラフ説明

　認知症高齢者が在宅で安定した
生活を送れるように、簡単な手助
けのできる認知症サポーターの養
成に力を入れます。

　認知症高齢者が在宅で安定した
生活を送れるように、認知症の人
やその家族を温かく見守り支援す
る認知症サポーターの養成に力を
入れます。

よりわかり
やすい記述
に修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

15

19P
地域包括ケアシステムの
図

在宅医療体制
・認知症初期支援チーム
・認知症コーディネーター
・認知症疾患医療センター
地域連携支援体制
・(仮称）地域包括ケア推進員

在宅医療体制
・認知症初期集中支援チーム
・認知症コーディネーター
・認知症疾患医療センター
地域連携支援体制
・　　地域包括ケア推進員

・誤記によ
る修正
・名称を変
更すること
による修正

16

P20
○多様な手法で住まいの
整備を加速します
　8行目

　また、高齢者や障害者等の多様
な住まいの確保に向け、学識経験
者も交え、住宅施策について総合
的な検討を進めるとともに、特別
養護老人ホームについては、南伊
豆町との自治体間連携による整備
を踏まえた区域外整備の拡大や小
規模特養の整備など、多様な手法
を検討していきます。

　また、高齢者や障害者等の多様
な住まいの確保に向け、学識経験
者も交え、住まいのあり方につい
て総合的な検討を進めるととも
に、特別養護老人ホームについて
は、南伊豆町との自治体間連携に
よる整備を踏まえた区域外整備の
拡大や小規模特養の整備など、多
様な手法を検討していきます。

取組み内容
がよりわか
りやすくな
るよう修正

17

P22
グラフ
保育需要数の推移

※２５年度まで：各年度の実績数
（保育施設入所数＋待機児童数）

※２５年度まで：各年度の保育定
員と待機児童数の合計

より適切な
記述に修正

18

P27
施策の目標値
指標名

65歳健康寿命（東京保健所長会方
式）

健康寿命

＊65歳の人が要介護認定（要介護
2以上）を受けるまでの期間の平
均（東京保健所長会方式）

よりわかり
やすい記述
に修正及び
説明を追記

19

P27
施策の目標値
指標名

内臓脂肪症候群の該当者とその予
備群の割合

メタボリックシンドローム（内臓
脂肪症候群）の該当者とその予備
群の割合

よりわかり
やすい記述
に修正

20

P29
１（１）地域全体で取り
組む健康づくり活動の推
進

　区民、事業者、関係団体及び区
がそれぞれの役割・責務を踏ま
え、協働して健康づくりを実施し
やすい環境の整備や、ライフス
テージに応じた健康課題に効果的
な対応ができるよう、健康づくり
推進協議会を通じて目標の設定や
評価を実施し、地域社会の多様な
社会資源を活用して健康づくりを
総合的に推進します。

　区民、事業者、関係団体及び区
がそれぞれの役割・責務を踏ま
え、協働して健康づくりを実施し
やすい環境の整備や、ライフス
テージに応じた健康課題に効果的
な対応ができるよう、健康づくり
推進協議会を通じて目標の設定や
評価を実施し、地域社会の多様な
社会資源を活用して健康づくりを
総合的に推進します。（目標・指
標は資料編を参照）

よりわかり
やすくなる
よう資料編
に目標・指
標を掲載し
ていること
を追記

21

P32
４(1)①
正しい予防知識の普及啓
発
4行目

　特に、他の自治体と比較し、若
年期からの注意が必要な乳がん・
子宮がんの予防について、重点的
に普及啓発を推進します。

　特に、　　　　　若年期からの
注意が必要な乳がん・子宮がんの
予防について、重点的に普及啓発
を推進します。

誤記による
修正

22
P46
３（２）歯科保健医療セ
ンターの運営

　一般の歯科診療所では受診が困
難な障害者や有病の高齢者などが、
安心して歯科の治療や検診を受けら
れるよう「歯科保健医療センター」を
設置し、障害のある方などの歯科医
療の確保を図ります。また、地域歯科
医療との連携を図るなど、より身近な
歯科医での受診を進めるかかりつけ
歯科医の普及を推進します。

　一般の歯科診療所では受診が困
難な障害者や有病の高齢者などが、
安心して歯科の治療や検診を受けら
れるよう「歯科保健医療センター」を
設置し、障害のある方などの歯科医
療の確保を図ります。また、地域歯科
医療機関との連携により、訪問診療
の利用や身近なかかりつけ歯科医の
普及を図り、歯科医療や口腔ケアを
推進します。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、医療歯
科、口腔ケア
についての記
述を追記
(別紙１No.21）



4

No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

23

P47
４（２）在宅医療相談調
整窓口の充実

　医療が必要な高齢者に対して、
専門の職員が、どのような医療や
支援が必要かを把握し、地域の医
療機関及び制度の利用に繋げる支
援をします。

　医療が必要な高齢者に対して、
専門の職員が、どのような医療や
支援が必要かを把握し、地域の医
療機関及び制度の利用につなげる
支援をします。

誤記による
修正

24
P48
５(３) 予防接種事業の推
進

　予防接種法に関する国の動向を踏
まえ、的確な予防接種事業を実施す
るとともに、予防接種システムを活用
して未接種者へ接種勧奨を実施し接
種率向上に努めます。

　予防接種法に関する国の動向を踏
まえ、的確な予防接種事業を実施す
るとともに、予防接種システムを活用
して未接種者へ接種勧奨を実施し、
接種率向上に努めます。また、感染
症の流行状況を考慮して、予防接種
に関する情報提供や任意予防接種
の接種費用助成を実施します。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、接種費用
助成を追記
(別紙１No.22）

26
P54
２（３）の表題

（３）地域包括ケアのバックアッ
プ機能の整備（（仮）天沼三丁目
複合施設の整備）

（３）地域包括ケアのバックアッ
プ機能の整備（（仮称）天沼三丁
目複合施設の整備）

誤記による
修正

28
P54
３（３）の表題

（３）介護予防の普及啓発と推進 （３）地域リハビリテーション活
動の支援

よりわかり
やすい記述
に修正

27
P54
６（５）の表題

（５）高齢者２４時間安心ヘルプ
サービス助成

（５）　　２４時間安心ヘルプ
サービス助成

名称を変更
することに
よる修正

29
P54
６（６）の表題

（６）高齢者火災防止器具給付 （６）高齢者火災安全器具給付 名称を変更
することに
よる修正

30

P55
高齢者の認知症対策と地
域包括ケアの推進（事業
１～４）

　認知症の早期発見・早期対応の
ために相談体制の充実や関係機関
の連携強化、家族支援や地域支援
体制の仕組みづくりなどの認知症
対策を、地域包括ケアシステムの
中心となる課題と捉え取り組みま
す。また、新たに地域包括支援セ
ンター（ケア24）に「（仮称）地
域包括ケア推進員」を配置し、地
域ケア会議を活用した地域づくり
を進めるとともに、新たに創設す
る総合事業の整備や在宅医療体制
の充実を図り、地域包括ケアを推
進していきます。

　認知症の早期発見・早期対応の
ために相談体制の充実や関係機関
の連携強化、家族支援や地域支援
体制の仕組みづくりなどの認知症
対策を、地域包括ケアシステムを
構築していく上での具体的な課題
と捉え取り組みます。また、新た
に地域包括支援センター（ケア
24）に「　　地域包括ケア推進
員」を配置し、地域ケア会議を活
用した地域づくりを進めるととも
に、新たに創設する総合事業の整
備や在宅医療体制の充実を図り、
地域包括ケアを推進していきま
す。

・よりわか
りやすい記
述に修正
・名称を変
更すること
による修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

34
P55
1 認知症対策の充実

　認知症の早期発見・早期対応の
ため、相談体制を充実させるとと
もに、対応困難な認知症高齢者へ
の訪問支援を行うなど、医療機関
と連携して治療につなげます。ま
た、認知症の治療や介護サービス
の流れを定めた「認知症ケアパ
ス」を作成し、本人や家族を地域
でいかに支えていくかを明らかに
します。
　更に、地域の人たちと協働して
認知症への理解を進め、地域で支
援する体制を充実します。

　認知症の早期発見・早期対応の
ため、相談体制を充実させるとと
もに、対応困難な認知症高齢者へ
の訪問支援を行うなど、医療機関
と連携して治療につなげます。ま
た、認知症の治療や介護サービス
の流れを定めた「認知症ケアパ
ス」を作成し、本人や家族を地域
でいかに支えていくかを明らかに
します。
　さらに、区に認知症地域支援推
進員を配置し、認知症初期集中支
援チームや地域包括支援センター
(ケア24)の地域包括ケア推進員と
連携しながら認知症への理解をす
すめ、地域で支援する体制を充実
します。

よりわかり
やすい記述
に修正

31
P55
１（1）早期発見・早期対
応

　認知症に早く気づき早く対応するこ
との重要性を広めるための講演会の
開催や、、「セルフチェックシート」等
の活用を通して認知症の早期発見・
早期対応について普及啓発を図りま
す。

認知症に早く気づき早く対応すること
の重要性を広めるため、広く一般区
民を対象とした講演会の開催や、「セ
ルフチェックシート」等の活用を通し
て認知症の早期発見・早期対応につ
いて普及啓発を図ります。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、講演会の
対象者を追記
(別紙１No.24）

32
P55
1 認知症対策の充実

―

※用語説明として、下記の内容を
追記

より分かり
やくするた
め記述を追
記

33
P55
（2）認知症相談の充実

　認知症高齢者の早期発見・早期
対応のため、地域包括支援セン
ター（ケア24）での認知症サポー
ト医による物忘れ相談を拡充する
とともに家族への認知症講座を実
施します。
　さらに、専門医・医療介護専門
職からなる「認知症初期集中チー
ム」を設置し、認知症が疑われる
人の家庭を訪問し、生活状況や認
知機能等の情報収集や評価を行
い、適切な診断へと結びつけ、本
人・家族への支援を行います

　認知症高齢者の早期発見・早期
対応のため、地域包括支援セン
ター（ケア24）での認知症サポー
ト医による物忘れ相談を拡充する
とともに家族への認知症講座を実
施します。
　さらに、専門医・医療介護専門
職からなる「認知症初期集中支援
チーム」を設置し、認知症が疑わ
れる人の家庭を訪問し、生活状況
や認知機能等の情報収集や評価を
行い、適切な診断へと結びつけ、
本人・家族への支援を行います

誤記による
修正

35
P56
認知症コーディネータ
（用語説明の囲み）

　ケア24の相談ケースの中で認知
症の疑いがあり受診に繋がらない
等、必要な支援に綱が得るために
苦慮している方の連絡を受け、疾
患医療センターの職員と共同した
訪問支援により適切な医療やサー
ビスに繋いでいきます。

　ケア24の相談ケースの中で認知
症の疑いがあり受診につながらな
い等、必要な支援につなげるため
に苦慮している方の連絡を受け、
認知症疾患医療センターの職員と
共同した訪問支援により適切な医
療やサービスにつないでいきま
す。

誤記による
修正

認知症地域支援推進員 
認知症の人ができる限り住み慣れ

た良い環境で暮らし続けることがで

きるよう、認知症施策や事業の企画
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

36
P56
認知症クリティカルパス
（用語説明の囲み）

認知症クリティカルパス 医療機関連携クリティカルパス
（認知症地域連携クリティカルパ
ス）

名称変更す
ることによ
る修正

37
P56
１（3）の表題

（3）「認知症ケアパスの作成」 （3）認知症ケアパスの作成 誤記による
修正

38
P57
２(1)地域包括支援セン
ター(ケア24)の機能強化

「（仮称）地域包括ケア推進員」 「　　地域包括ケア推進員」 名称変更す
ることによ
る修正

39

P56
１（4）専門的な対応・支
援の仕組みづくり

　認知症の診断・治療に携わる医
療機関の連携協力体制、医療連携
の流れを明らかにする「クリティ
カルパス」を作成し、認知症の早
期発見・早期診断につなげます。
また、医療関係者向けに、認知症
の実践的知識や専門的技術の習得
を目的とした研修「医療関係者
ネットワーク研修」を実施し、医
療・介護現場全体での認知症高齢
者への相談・対応の質の向上を図
ります。

　認知症の診断・治療に携わる医
療機関の連携協力体制、医療連携
の流れを明らかにする「医療機関
連携クリティカルパス（認知症地
域連携クリティカルパス）」を作
成し、認知症の早期発見・早期診
断につなげます。また、医療関係
者向けに、認知症の実践的知識や
専門的技術の習得を目的とした研
修「医療関係者ネットワーク研
修」を実施し、医療・介護現場全
体での認知症高齢者への相談・対
応の質の向上を図ります。

名称変更す
ることによ
る修正

40
P57
２（３）の表題

（３）地域包括ケアのバックアッ
プ機能の整備（（仮）天沼三丁目
複合施設の整備）

（３）地域包括ケアのバックアッ
プ機能の整備（（仮称）天沼三丁
目複合施設の整備）

誤記による
修正

41
P58
３（３）介護予防の普及
啓発と推進

（３）介護予防の普及啓発と推進

　
　また、要介護状態になっても、
いきがいや役割をもって生活でき
る地域を実現するため、地域のリ
ハビリテーション専門職等を活か
して、新たに「地域リハビリテー
ション活動支援事業」を実施しま
す。

（３）地域リハビリテーション活
動の支援

　　要介護状態になっても、いき
がいや役割をもって生活できる地
域を実現するため、地域のリハビ
リテーション専門職等を活かし
て、介護予防の取組を機能強化す
る「地域リハビリテーション活動
支援事業」を新たに実施します。

より適切な
記述に修正

42
P59
５（５）たすけあいネッ
トワーク(地域の目）

　ひとり暮らしの高齢者や高齢者
のみの世帯を対象に、地域のボラ
ンティアである「あんしん協力
員」による定期的な訪問等により
見守りを行うとともに、団体毎の
業務の特色を活かした「あんしん
協力機関」による、地域に暮らす
高齢者に対する緩やかな見守りを
行います。

　ひとり暮らしの高齢者や高齢者
のみの世帯を対象に、地域のボラ
ンティアである「あんしん協力
員」による定期的な訪問等により
見守りを行うとともに、各団体の
業務の特色を活かした「あんしん
協力機関」による、地域に暮らす
高齢者に対する緩やかな見守りを
行います。

よりわかり
やすい記述
に修正

43
P61
６（５）の表題

高齢者２４時間安心ヘルプサービ
ス助成

　　２４時間安心ヘルプサービス
助成

誤記による
修正

44
P61
６（６）の表題

高齢者火災防止器具給付 高齢者火災安全器具給付 名称を変更
することに
よる修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

45
P64
１０（２）介護人材の確
保・定着支援

　介護保険サービスを安定的に提供
するために、ハローワーク等との協力
により、就職相談会等を開催し、区内
事業者の新規介護従事者の確保に
努めます。また、区内介護保険サー
ビス事業所に勤務する非常勤職員の
健康診断費用の一部助成を行い、介
護従事者の処遇改善を図り、定着を
支援します。

　介護保険サービスを安定的に提供
するために、ハローワーク等との協力
により、就職相談会等を開催し、区内
事業者の新規介護従事者の確保に
努めます。また、新たに整備する介
護施設等に対する人材確保経費助
成の拡充を図るとともに、職員向け宿
舎の借上げ経費を助成し、介護職員
の確保と定着に向けた支援を充実し
ます。さらに、区内介護保険サービス
事業所に勤務する非常勤職員の健
康診断費用の一部助成を行い、介護
従事者の処遇改善を図り、定着を支
援します。

区民等意見の
提出手続き開
始後に区の取
組が具体化し
たことによる追
記

46
P69
５（１）の表題

総合的な住まいの確保策の検討 総合的な住まいのあり方の検討 取組み内容
がよりわか
りやすくな
るよう修正

47
P69
５（１）総合的な住まい
のあり方の検討

　住まいは、区民の生活を支える
基盤であり、これまで杉並区住宅
マスタープラン等に基づき、計画
的に住宅政策を推進してきまし
た。
今後、地域包括ケアシステム構築
の観点を踏まえ、要介護、ひとり
暮らし、低所得の高齢者、障害者
などが安心して暮らすことができ
るよう、多様な住まいの確保に向
け、学識経験者を交え、住宅施策
を総合的に検討していきます。

　住まいは、区民の生活を支える
基盤であり、これまで杉並区住宅
マスタープラン等に基づき、計画
的に住宅政策を推進してきまし
た。
今後、地域包括ケアシステム構築
の観点を踏まえ、要介護、ひとり
暮らし、低所得の高齢者、障害者
などが安心して暮らすことができ
るよう、多様な住まいの確保に向
け、学識経験者を交え、総合的な
住まいのあり方について検討して
いきます。

取組み内容
がよりわか
りやすくな
るよう修正

48
P77
１２（２）地域自立支援
協議会の開催

　障害者、サービス事業所、教
育・就労・医療機関、ボランティ
ア団体、相談支援機関、権利擁護
機関等が参加し、現場での事例検
討などを通して把握される課題に
ついて意見交換を行い、障害者施
策の推進につなげていきます。

　障害当事者・家族、サービス事
業所、教育・就労・医療機関、ボ
ランティア団体、相談支援機関、
権利擁護機関等が参加し、現場で
の事例検討などを通して把握され
る課題について意見交換を行い、
障害者施策の推進につなげていき
ます。

よりわかり
やすい記述
に修正

49
P80
９の表題

総合的な住まいの確保策の検討 総合的な住まいのあり方の検討 取組み内容
がよりわか
りやすくな
るよう修正

50

P81
１（３）地域支援ネット
ワークの整備

　障害のある方が地域で安心して
生活できるよう、関係部署や関係
機関と連携を深め、地域支援ネッ
トワークの強化・構築を図りま
す。

　障害のある方が地域で安心して
生活できるよう、学識経験者、障
害当事者や障害関係機関職員等で
構成する地域自立支援協議会が中
核となり、地域の課題（医療・保
健・福祉・教育・就労等）検討や
情報共有を行い、地域支援ネット
ワークの強化・構築を図ります。

　区民等意
見の提出手
続きの意見
を踏まえ、
講演会の対
象者を追記
(別紙１
No.59）

51
P84
９の表題

総合的な住まいの確保策の検討 総合的な住まいのあり方の検討 取組み内容
がよりわか
りやすくな
るよう修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

52
P84
合理的配慮
（用語説明の囲み）

　障害があっても日常生活を送れ
るよう、周囲が過度の特別な負担
を負うことなく、状況に応じ、筆
談や手助けなどの配慮をすること

　障害のある人が日常生活を営む
うえで妨げとなるもの（社会にお
ける制度・慣行・観念等含む）を
取り除くため、状況に応じて行わ
れる配慮のこと

よりわかり
やすい記述
に修正

53
P85
１０障害者の権利擁護の
推進

⑶「心のバリアフリー」の推進（再掲）
→９２ページ

⑶「心のバリアフリー」の推進（再掲）
→９２ページ
⑷成年後見制度等の利用促進（再
掲）　　　　　　　　　　→９６ページ

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、再掲
(別紙１No.61）

54
P90
３の表題

３　民生委員児童委員の地域活動
支援

３　民生委員・児童委員の地域活
動支援

表現の統一
を図るため
修正

55
P91
地域福祉活動への参加促
進　（事業１～４）

　今後さらに進展する少子高齢社会
に向けて、平常時からの地域での互
助・共助の仕組みを構築するため、
地域福祉に対する取組を強化しま
す。

　今後さらに進展する少子高齢社会
に向けて、平常時からの地域での互
助・共助の仕組みを構築するため、
民生委員・児童委員、町会等地域活
動団体、社会福祉協議会との連携を
深め地域福祉に対する取組を推進し
ます。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、地域との
連携等の記載
を追記
(別紙１No.71）

56
P92
３の表題

　民生委員児童委員の地域活動支
援

　民生委員・児童委員の地域活動
支援

表現の統一
を図るため
修正

57
P93
生活困窮者等への支援
（事業５～７）

　平成２５年の生活保護法一部改正
に基づき、就労自立の促進、医療費
の適正給付、不正・不適正受給の防
止などの取組を進めます。生活保護
世帯数の伸び率は減少しましたが、
高齢者を中心に増加を続けており、
引き続き被保護者の自立に向けた支
援を強化していきます。また、新たに
成立した生活困窮者自立支援法を
活用し、生活保護に至る前の段階で
ある生活困窮者やひきこもり等の若
者を対象とした伴走型の支援を充実
させていきます。

　平成２５年の生活保護法一部改正
に基づき、就労自立の促進、医療費
の適正給付、不正・不適正受給の防
止などの取組を進めます。生活保護
世帯数の伸び率は減少しましたが、
増加を続ける高齢者受給世帯に対し
ては、安定した日常生活を送るため
の支援を行います。また、同じく増加
を続けている稼働年齢世帯に対して
は、自立に向けた支援を強化してい
きます。さらに、新たに成立した生活
困窮者自立支援法を活用し、生活保
護に至る前の段階である生活困窮者
やひきこもり等の若者を対象とした伴
走型の支援を充実させていきます。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、わかりや
すく修正
(別紙１No.74）

58

P94
５（３）①就労阻害要因
に応じた就労・就労準備
支援の充実

　相談者の就労阻害要因を見極めた
うえで、杉並ジョブトレーニング室が
行う日常生活改善指導や基礎訓練、
保健センターが行う成人期発達障害
支援事業を活用した就労準備支援、
常設ハローワークや就職支援ナビ
ゲーターの巡回相談の就労支援な
ど、様々な就労支援サービスにつな
ぎ、稼働年齢層の就労を促進しま
す

　相談者の就労阻害要因に合わせ、
就労支援センターが行う社会適応力
訓練や就労準備訓練、保健分野と障
害者福祉分野が連携して行う成人期
発達障害者支援事業を活用した就
労準備支援を行うほか、ハローワーク
など様々な機関との連携により、稼働
年齢層の就労を支援します。

より適切な記
述に修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

59

P95
６（１）自立支援プログ
ラムの実施

　就労自立給付金制度など、生活保
護法内での新制度を活用しながら、
専門的知識を持った支援専門員等
による、就労支援や金銭管理支援・
次世代育成支援等の各プログラムに
よる就労自立・生活自立を引き続き
支援していきます。
　また、急増する高齢者受給世帯が
安定した日常生活を送っていけるよ
う、定期訪問や通院同行、金銭管理
支援、適切な介護保険サービスを受
けるための支援など、高齢者への自
立支援を充実させていきます。

　就労自立給付金制度など、生活保
護法内での新制度を活用しながら、
専門的知識を持った支援専門員等
による、就労支援や金銭管理支援・
次世代育成支援等の各プログラムに
よる就労自立・生活自立を引き続き
支援していきます。
　また、急増する高齢者受給世帯が
安定した日常生活を送っていけるよ
う、就労支援の外、定期訪問や通院
同行、金銭管理支援、適切な介護保
険サービスを受けるための支援等生
活支援を充実させていきます。

区民等意見の
提出手続きの
意見を踏ま
え、高齢受給
世帯への支援
策をわかりや
すく修正
(別紙１No.75）

60
P96
権利擁護の仕組みの充実
（事業８～１３）

　判断能力が十分でない方も、本
人の人権が損なわれることなく地
域で安心して暮らし続けることが
できるように権利擁護事業の充実
を図っていきます。また、関係団
体との協働、ネットワークの形成
や苦情調整委員制度等での相談機
能を強化し、権利擁護の拡充を進
めていきます。
　また、関係機関との連携や各相
談機関の充実により、児童や高齢
者・障害者への虐待防止、家庭
内・配偶者間暴力の未然防止、早
期発見・早期対応に努めます

　判断能力が十分でない方も、本
人の人権が損なわれることなく地
域で安心して暮らし続けることが
できるように権利擁護事業の充実
を図っていきます。また、関係団
体との協働、ネットワークの形成
や苦情調整委員制度等での相談機
能を強化し、権利擁護の拡充を進
めていきます。
　児童や高齢者・障害者への虐待
防止、家庭内・配偶者間暴力の未
然防止については、関係機関との
連携や各相談機関の充実により、
早期発見・早期対応に努めます。

よりわかり
やすい記述
に修正

61
P96
８（１）成年後見制度の
利用促進

　親族等がいなくて制度の利用が
できない方を対象とした「区長申
立」手続き、成年後見人報酬の一
部助成などを、成年後見センター
をはじめとする関係機関に周知
し、制度利用を促進します。

　親族等がいなくて制度の利用が
できない方を対象とした「区長申
立」手続き、成年後見人報酬の一
部助成などを、杉並区成年後見セ
ンターをはじめとする関係機関に
周知し、制度利用を促進します。

より適切な
記述に修正

62
P97
１２の表題

12　高齢者虐待防止の権利擁護の
充実（再掲）

12　高齢者虐待防止と権利擁護の
充実（再掲）

誤記による
修正

63

P101
１　新たな地域子育て支
援拠点等の整備

　新たな地域子育て支援拠点とし
て、身近な地域で子育て支援サー
ビスの利用相談・情報提供を行う
「（仮称）子どもセンター」を段
階的・計画的に整備するととも
に、乳幼児親子が気軽に集い、子
ども同士・親同士の交流や情報交
換等ができる「つどいの広場事
業」や「ゆうキッズ事業」を実施
します。

　新たな地域子育て支援拠点とし
て、身近な地域で子育て支援サー
ビスの利用相談・情報提供を行う
（仮称）子どもセンター　を段階
的・計画的に整備するとともに、
乳幼児親子が気軽に集い、子ども
同士・親同士の交流や情報交換等
ができる「つどいの広場事業」や
「ゆうキッズ事業」を実施しま
す。

より適切な
記述に修正

64

P101
１（１）（仮称）子ども
センターの整備
7行目

　平成２８年度以降、区立施設再
編整備計画に基づき、施設再編後
の児童館施設等を活用して段階的
に１４か所程度（本計画期間内に
は２か所）整備する（仮称）子ど
もセンターでは、「保育の利用手
続きを除く子育て支援サービスの
利用相談・情報提供事業のほか、
「ゆうキッズを含む乳幼児親子の
居場所事業」、乳幼児の「一時預
かり事業」、「地域の子育て支援
団体の活動支援や関係団体等によ
る子育てネットワークづくり」を
実施していきます。

　平成２８年度以降、区立施設再
編整備計画に基づき、施設再編後
の児童館施設等を活用して段階的
に１４か所程度（本計画期間内に
は３か所）整備する（仮称）子ど
もセンターでは、「保育の利用手
続きを除く子育て支援サービスの
利用相談・情報提供事業のほか、
「ゆうキッズを含む乳幼児親子の
居場所事業」、乳幼児の「一時預
かり事業」、「地域の子育て支援
団体の活動支援や関係団体等によ
る子育てネットワークづくり」を
実施していきます。

計画変更に
よる修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

65

P101
１（３）ゆうキッズ事業
の充実

　現在、児童館で実施している
「ゆうキッズ事業」を含む乳幼児
親子の居場所は、小学校の通学区
域単位を基本とした身近な場所で
利用できるよう、「区立施設再編
整備計画」に基づく段階的に進め
る児童館再編後も、（仮称）子ど
もセンターや学童クラブ移設後の
小学校、地域コミュニティ施設等
で実施することとし、全体として
現在と同規模の実施場所を確保す
るとともに、実施時間帯及びプロ
グラム内容の拡充を図っていきま
す。

　現在、児童館で実施している
「ゆうキッズ事業」を含む乳幼児
親子の居場所は、小学校の通学区
域単位を基本とした身近な場所で
利用できるよう、「区立施設再編
整備計画」に基づき、段階的に進
める児童館再編後も、（仮称）子
どもセンターや学童クラブ移設後
の小学校、地域コミュニティ施設
等で実施することとし、全体とし
て現在と同規模の実施場所を確保
するとともに、実施時間帯及びプ
ログラム内容の拡充を図っていき
ます。

適切な記述
に修正

66

P106
事業　３の表題

３　母子保健医療費等助成 ３　母子保健医療費助成等による
支援

より適切な
記述に修正

67

P107
１（２）不妊相談の実施

　妊娠を望む夫婦や不妊に悩む夫
婦が気軽に相談できる体制を整備
するとともに、講座・専門相談・
ピアグループカウンセリングを等
行い、不妊に対する正しい知識の
普及啓発と不安軽減を図ります。

　妊娠を望む夫婦や不妊に悩む夫
婦が気軽に相談できる体制を整備
するとともに、講座・専門相談・
ピアグループカウンセリング等を
行い、不妊に対する正しい知識の
普及啓発と不安軽減を図ります。

誤記による
修正

68

P108
１（７）分娩施設整備助
成事業の実施
上から２行目

　区内の出産施設が減少が続く
中、区民が安心して身近な医療機
関等で出産できる環境を整えるた
め、医療機関に対して出産用の
ベッドを増やす際等に施説整備費
の一部を補助します。

　区内の出産施設の減少が続く
中、区民が安心して身近な医療機
関等で出産できる環境を整えるた
め、医療機関に対して出産用の
ベッドを増やす際等に施説整備費
の一部を補助します。

誤記による
修正

69

P108
２（１）新たな産後ケア
事業の実施

　心身の不調や育児不安などから
継続的な支援が必要な産後の母子
等に対し、育児不安の軽減や育児
技術の習得等を図るため、医療機
関等との連携の下、母子ショート
ステイ・母子デイケア及び母子訪
問支援による区独自の新たな産後
ケア事業を実施します。

　心身の不調や育児不安などから
継続的な支援が必要な産後の母子
等に対し、育児不安の軽減や育児
技術の習得等を図るため、医療機
関等との連携のもと、母子ショー
トステイ・母子デイケア及び母子
訪問支援による区独自の新たな産
後ケア事業を実施します。

誤記による
修正

70

P108
２（４）あそびのグル―
プ事業の実施

　１歳６か月児健康診査後に、発
達の偏り等の心配がある幼児とそ
の保護者に対し、親子参加型のグ
ループ活動を実施します。その後
も必要な場合には、グループ活動
を継続的に行い、これらの活動を
通して、保護者の子どもへの関わ
り等について助言を行うととも
に、幼稚園や療育機関　への円滑
な通所に向けた支援を図ります。

　１歳６か月児健康診査後に、発
達の偏り等の心配がある幼児とそ
の保護者に対し、親子参加型のグ
ループ活動を実施します。その後
も必要な場合には、グループ活動
を継続的に行い、これらの活動を
通して、保護者の子どもへの関わ
り等について助言を行うととも
に、幼稚園や療育機関等への円滑
な通所に向けた支援を図ります。

より適切な
記述に修正

71

P109
２（６）乳幼児健康診査
等の実施
4行目

　また、歯と口腔の健康づくりを
進めるため、乳幼児歯科相談及
び、１歳６か月児・３歳児におけ
る歯科健康診査を実施します。

　また、歯と口腔の健康づくりを
進めるため、乳幼児歯科相談及び
１歳６か月児・３歳児における歯
科健康診査を実施します。

誤記による
修正

72

P109
３の表題

３　母子保健医療費等助成 ３　母子保健医療費助成等による
支援

より適切な
記述に修正
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

73

P111
「主な取組」１（８）
「主な取組」５（７）

(8)高校生世代までの子どもに対
する学習支援　の充実（再掲）

(8)高校生世代までの子どもに対
する学習支援等の充実（再掲）

誤記による
修正

74

P112
１（３）実態調査の実施

　ひとり親家庭の意識や生活実態
を定期的に調査把握し、今後の支
援施策・事業への活用を図ってい
きます。

　ひとり親家庭の意識や生活実態
を定期的に調査把握し、支援策の
充実等を検討します。

よりわかり
やすい記述
に修正

75

P113
(8)高校生世代までの子ど
もに対する学習支援等の
充実（再掲）

→９１ページ →９４ページ 誤記による
修正

76

P113
２（１）自立支援プログ
ラムの策定

　ひとり親家庭の親が、安定した
職業に就き、自立できる収入が得
られるようよう、子ども家庭支援
センターにおける　ひとり親自立
支援プログラム策定員が、個々の
状況やニーズに応じた自立支援プ
ログラムを策定するとともに、区
の就労支援センター等の関係機関
と連携を図りながら就労にむけた
支援を行います。

　ひとり親家庭の親が、安定した
職業に就き、自立できる収入が得
られるようよう、子ども家庭支援
センターにおける、ひとり親自立
支援プログラム策定員が、個々の
状況やニーズに応じた自立支援プ
ログラムを策定するとともに、区
の就労支援センター等の関係機関
と連携を図りながら就労に向けた
支援を行います。

誤記による
修正

77

P115
４（２）子育て相談サロ
ン事業の実施

　子育てに不安や悩みのある母親
が、相談機能を兼ねた居場所とし
て、親子で気軽に利用できる子育
て　　サロン事業を実施します。

　子育てに不安や悩みのある母親
が、相談機能を兼ねた居場所とし
て、親子で気軽に利用できる子育
て相談サロン事業を実施します。

より適切な
記述に修正

78

P115
５事業虐待対策の推進

　子ども家庭支援センターと保健
センターが、医療機関等との連携
しながら、特定妊婦及び要支援児
童等の早期把握・早期支援を図り
ます。

　子ども家庭支援センターと保健
センターが、医療機関等と　連携
しながら、特定妊婦及び要支援児
童等の早期把握・早期支援を図り
ます。

誤記による
修正

79

P116
５（３）要保護児童等へ
の支援
３行目

　また、児童や保護者、区民、関
係機関からの養育に関する相談・
通告を受け、要保護児童対策地域
協議会における児童相談所、民生
児童委員、警察署等関係機関との
役割分担の下、養育支援訪問事業
や子どもショートステイ事業等の
活用により、要保護児童等の家庭
への適正な支援を図ります。

　また、児童や保護者、区民、関
係機関からの養育に関する相談・
通告を受け、要保護児童対策地域
協議会における児童相談所、民生
委員・児童委員、警察署等関係機
関との役割分担のもと、養育支援
訪問事業や子どもショートステイ
事業等の活用により、要保護児童
等の家庭への適正な支援を図りま
す。

・表現の統
一を図るた
め修正
・適切な記
述に修正

80

P116
５（７）の表題

(7)高校生世代までの子どもに対
する学習支援の充実（再掲）→９
１ページ

(7)高校生世代までの子どもに対
する学習支援等の充実（再掲）→
９４ページ

誤記による
修正

81
P120
１（７）保育士等の人材
確保

　 区内私立保育園等に勤務する保
育士 等の人材確保と定着化を図る
ため、保育 士等の処遇改善に要す
る経費や保育士 資格取得経費の一
部を補助するほか、区 の就労支援セ
ンター等と連携した就職セミナー・面
接会等を実施します。

　区内私立保育園等に勤務する保育
士等の人材確保と定着化を図るた
め、保育施設開設に伴う保育従事職
員の募集や宿舎借上げを支援する
ための補助制度を創設します。また、
引き続き、保育士等の処遇改善に要
する経費や保育士資格取得経費の
一部を補助するほか、区の就労支援
センター等と連携した就職セミナー・
面接会等を拡充して実施します。

区民等意見の
提出手続き開
始後に区の取
組が具体化し
たことによる追
記
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No. 修正個所 計画改定案 修正内容
（修正は下線部）

修正理由

82

p122
現状と課題

　早期発見・早期療養の取組によ
り、未就学の発達障害児の療育希
望者が急増したことを受け、民間
の児童発達支援事業所の設置の促
進を図ってきました

　早期発見・早期療育の取組によ
り、未就学の発達障害児の療育希
望者が急増したことを受け、民間
の児童発達支援事業所の設置の促
進を図ってきました

誤記による
修正

83

P128
１　次世代育成基金の活
用推進

　次世代育成基金を活用して、子
ども・青少年が広く社会に関心を
持ち、健やかに成長できるよう、
国内外における自然・文化・芸
術・スポーツなどのさまざまな体
験・交流事業への参加を支援しま
す。

　次世代育成基金を活用して、子
ども・青少年が広く社会に関心を
持ち、健やかに成長できるよう、
国内外における自然・文化・芸
術・スポーツなどの様々な体験・
交流事業への参加を支援します。

誤記による
修正

84

P128
２　学童クラブの整備・
充実

　保育需要と同様に、年々増加し
ている学童クラブの需要に的確に
対応するとともに、より安心・安
全な育成環境の整備・充実を図り
ます。

　保育需要と同様に、年々増加し
ている学童クラブの需要に的確に
対応するとともに、より安全・安
心な育成環境の整備・充実を図り
ます。

より適切な
記述に修正

85

P129
３（１）児童館の運営

　児童館については、区立施設再
編整備計画に基づき、現在の児童
館が果たしている機能・サービス
を、身近な小学校や新たに１９か
所程度整備する（仮称）子どもセ
ンター等で継承し、充実・発展さ
せる取組を段階的に進めます。

　児童館については、区立施設再
編整備計画に基づき、現在の児童
館が果たしている機能・サービス
を、身近な小学校や新たに
整備する（仮称）子どもセンター
等で継承し、充実・発展させる取
組を段階的に進めます。

より適切な
記述に修正

86

P130
６（１）中・高校生の赤
ちゃんふれあい事業等の
実施

　中・高校生が赤ちゃんとふれあ
う事業や心と体の悩みに関する講
座、大学生と交流する事業などを
通じて、他者への関心や共感能力
を高めるとともに社会性等を育む
ための取組を実施します。

　中・高校生が赤ちゃんとふれあ
う事業や、思春期の心と体　　に
関する健康講座等の実施により、
命や健康を大切にする意識を高め
ます。また、大学生と交流する事
業などを通じて、他者への関心や
共感能力を高めるとともに社会性
を育むための取組を実施します。

よりわかり
やすく具体
的表現に修
正
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